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－概要－ 

商業施設や物流施設などの建物は、階高が高く大スパン架構を要求されるため、鉄骨造(以下、S 造)

の採用が多い。しかし、S 造では溶接、耐火被覆、柱脚処理などの施工がコストアップの要因となるた

め、近年、施工性・経済性に優れた混合構造が着目されている。そこで筆者らは、剛性が高い鉄筋コン

クリート造(以下、RC 造)の柱と、大スパン架構に対応できる S 造の梁を合理的に組み合わせた「柱 RC

梁 S ハイブリッド構法」(以下、RCS 構法)を開発し、指定性能評価機関の性能証明を取得した。本報で

は、RCS構法の概要ならびに柱梁接合部性能確認実験の概要について述べるとともに、RCS構法の適用

事例について述べる。 

－技術的な特長－ 

 RCS 構法は、柱を剛性の高い RC 柱、梁を大スパン架構に対応できる S 造とした架構である。柱梁

接合部は、XY 両方向の S 梁が貫通する“梁貫通形式”であり、せん断補強筋形式とふさぎ板形式の 2

形式がある(図 1)。本論で述べる柱梁接合部性能確認実験の結果を基に、保証すべき構造性能を満足す

る RCS 構法の設計指針を制定した。また、柱に小断面の鉄骨を内蔵した鉄骨鉄筋コンクリート造(以

下、SRC 造)とすることで、鉄骨建方を先行して工期短縮を図ることが可能な「柱 SRC 梁 S ハイブリ

ッド構法」(以下、SRCS 構法)も開発した(図 2)。本報では、4 階建て、延床約 3,300m2の物流倉庫の

新築工事に RCS 構法と SRCS 構法を併用した事例について述べる(写真 1)。RCS(SRCS)構法を採用す

ることで、RC(SRC)造の柱によって経済的に建物剛性を高め、S 造の梁によって軽量で長スパンの大

空間を実現した。 
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写真 1 物流倉庫の新築工事への適用事例 

(a) 倉庫内部全景 (b) 建物外観全景 

図 2 RCS 構法と SRCS 構法の比較 
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図 1 柱 RC 梁 S ハイブリッド構法(RCS 構法)の概要 

(a) せん断補強筋形式 (b) ふさぎ板形式 (c) 架構イメージ 
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1．はじめに 
商業施設や物流施設などは、階高が高く大スパン架

構を要求されるため、鉄骨造(以下、S 造)の採用が多

い。しかし、S造では溶接、耐火被覆、柱脚処理など

の施工がコストアップの要因となるため、施工性・経

済性に優れた混合構造が着目されている 1)。そこで筆

者らは、剛性が高い鉄筋コンクリート造(以下、RC
造)の柱と、大スパン架構に対応できる S 造の梁を合

理的に組み合わせた「柱RC梁Sハイブリッド構法」

(以下、RCS 構法)を開発 2-4)し、指定性能評価機関の

性能証明を取得した 5)。本報では、RCS 構法の概要

ならびに柱梁接合部の性能確認実験について述べる

とともに、RCS構法の適用事例について述べる。 
2．RCS 構法の概要 

RCS 構法は、柱を剛性の高い RC 柱、梁を大スパ

ン架構に対応できる S 造とした架構である。構造部

材である柱・梁を単体で見れば、RC造・S造と変わ

りないが、柱梁接合部に特徴がある。柱梁接合部の形

式を図 1 に示す。柱梁接合部は、鉄骨梁が接合部内

を貫通した形式であり、接合部周囲を鋼板で覆い補強

する形式(以下、「ふさぎ板形式」)と接合部にせん断

補強筋を配置して補強する形式(以下、「せん断補強筋

形式」)の 2形式としている。RCS構法の架構イメー

ジを図 2に示す。図 2の例では、施工性に優れた「ふ

さぎ板形式」を中柱、施工性は劣るものの建物外側に

鋼材を露出させない「せん断補強筋形式」を外周柱と

いったように適材適所に選択して採用する。 
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図 1 柱梁接合部の形式 

(a) せん断補強筋形式 (b) ふさぎ板形式 
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図 2 架構イメージ 
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3．構造実験 
本章では、RCS 構法で用いる柱梁接合の構造性能

を確認するために行った構造実験について示す。 
3.1 試験体 
試験体の形状および寸法を図 3 に、試験体の諸元

を表 1に示す。試験体は、実建物の 1/2.5程度の縮尺

で設計された十字形、ト字形、T字形架構である。試

験体数は、それぞれの架構形式について、柱梁接合部

をせん断補強筋で補強し柱梁接合部の境界面に支圧

板を設けた「せん断補強筋形式」、柱梁接合部を鋼板

で覆う「ふさぎ板形式」の 2 体とし、合計 6 体とし

た。十字形およびト字形試験体は、高強度コンクリー

トFc=60N/mm2、柱主筋にSD490を用いた場合の構

造性能の確認、T字形試験体は、最上階に機械式定着

金物を採用した場合の影響、さらに、ふさぎ板形式に

ついては柱主筋にSD490を使用した際の定着性能の

確認を実験目的とした。また、せん断補強筋形式のト

字形試験体 No.5 については、鉄骨梁が建物外周部に

突出しないディテールを想定し、梁鉄骨の柱梁接合部

への埋め込み長さを柱せいおよび幅の 90％(360mm)
とした。試験体に使用した鉄筋、鋼板、コンクリート

の材料試験結果をそれぞれ表1～表4に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

使用部位 使用試験体
呼び
名

鋼種

降伏点
σy

（N/mm2
）

引張強度
σu

（N/mm2
）

伸び
 

（%）

No.1 D19 SD390 429 606 21
No.2, 3, 4, 5, 6 D19 SD490 531 715 19

柱せん断補強筋 全試験体 S6 KSS785 976 1196 12
接合部せん断補強筋 No.1, 3, 5

定着部拘束筋 No.1, 2
かんざし筋 No.1, 2 D10 SD295A 349 492 29

柱主筋

27D6 SD390 353 571

率 

梁 接合部

主筋
せん断
補強筋

断面寸法 （mm） 補強形式

No.3 BH-
360×130×6×16

せん断補強筋形式
2-D6（SD390）×6組
pw=0.32%

No.4 BH-
380×160×6×19

ふさぎ板形式
PL-3.2（SS400）
pw=1.60%*

No.5 BH-
360×130×6×16

せん断補強筋形式
2-D6（SD390）×7組
pw=0.40%

No.6 BH-
380×160×6×19

ふさぎ板形式
PL-3.2（SS400）
pw=1.60%*

No.1
12-D19
（SD390）
pg=2.15%

せん断補強筋形式
2-D6（SD390）×4組
pw=0.32%

No.2
12-D19
（SD490）
pg=2.15%

ふさぎ板形式
PL-3.2（SS400）
pw=1.60%*

共通事項　　階高：h=2500mm，スパン：L=3500mm，柱断面：□-400×400mm
＊：ふさぎ板を接合部せん断補強筋として換算した。

試験
体

架構
形状

Fc
(N/mm2)

柱曲げ
破壊

梁曲げ
破壊

接合部
せん断
破壊

柱 想定
破壊
形式

2-S6@60
（KSS785）
pw=0.27%

BH-
270×110×6×16

12-D19
（SD490）
pg=2.15%

60

36
T
字
形

ト
字
形

十
字
形

表 1 試験体諸元 

表 2 鉄筋の材料試験結果 

使用
試験体

圧縮強度
σB

（N/mm2
）

σB時ひずみ

εco

（×10-3
）

ヤング係数
Ec

（kN/mm2
）

割裂強度
σt

（N/mm2
）

単位容積重量
ρ

（kN/mm3
）

No.1, 2 47.9 2.16 34.2 3.63 23.1
No.3, 4, 5, 6 64.9 2.37 38.0 5.10 23.0

表 3 コンクリートの材料試験結果 

表 4 鋼板の材料試験結果 

使用
試験体

公称
厚さ

材質

降伏点
σy

（N/mm2
）

引張強度
σu

（N/mm2
）

伸び

（%）

降伏ひずみ
εy

（×10-3
）

No.1, 2, 3 410 554 24 2.00
No.4, 5, 6 404 558 24 1.97
No.1, 2
No.3, 5 PL-16 351 524 28 1.71

No.4, 6 PL-19 340 525 27 1.66
No.1, 3, 5 PL-6 SS400 309 469 28 1.51
No.2, 4, 6 PL-3.2 SS400 354 453 36 1.73

SM490A

SM490A

支圧板

フランジ

梁

ウェブ

使用箇所

ふさぎ板

PL-6

率 

PL-6.0 

PL-6.0 

塞ぎ板：
PL-3.2
(SS400)

梁鉄骨：
270×110×6×16
(SM490A)

1750 1750

3800

柱断面寸法（A-A')

A A'

梁鉄骨：
270×110×6×16
(SM490A)

横座屈止め治具 かんざし筋　D10-X,Y方向各2組（SD295A)定着部拘束筋　D6（SD390)

主筋：
12－D19
（SD390)
帯筋：
2－S6＠60
（KSS785)

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度：

36 N/mm2

150150

400
接合部補強筋：
2－D6＠50
（SD390)

800 575 575 800375 375

支圧板：
PL-6.0（SS400)

支圧板 (PL-6.0,SS400)

試験体No.2

定着金物
プレートナット（貫通タイプ）

塞ぎ板：
PL-3.2
(SS400)

梁鉄骨：
380×160×6×19
(SM490A)

柱断面寸法（A-A')

360

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度：

60 N/mm2

接合部補強筋：
2－D6＠40
（SD390)

A A'

梁鉄骨：
360×130×6×16
(SM490A)

横座屈止め治具

主筋：
12－D19
（SD490)
帯筋：
2－S6＠60
（KSS785)

300950 500

支圧板 (PL-6.0,SS400)

支圧板：
PL-6.0（SS400)

1501750

1900

400

試験体No.6

図 3 試験体の形状および寸法 

(a)十字形試験体 No.3（No.4） 

(b)ト字形試験体 No.5（No.6） 

(c)Ｔ字形試験体 No.1（No.2） 
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3.2 実験方法 
各架構形状における載荷装置を図 4 に示す。十字

形およびト字形試験体は、柱に一定軸力を加えた状態

で押し引き型油圧ジャッキを用いて両梁鉄骨先端の

加力点の変位量を(十字形は逆対称に)制御して加力

した。載荷軸力を N とした時の軸力比 η は、十字形

試験体ではη=N/(Fc×柱断面積)=0.2、ト字形試験体で

は η=0.1 とした。Fc は、柱コンクリートの目標圧縮

強度(=60N/mm2)の値を用いた。T字形試験体は、柱

先端部の反曲点位置に押し引き型油圧ジャッキを用

いて水平方向に加力した。また、滑車と錘を用いて、

軸力は作用しないようにした。載荷スケジュールは、

目標層間変形角R=5, 10, 20, 30, 40, 50 (×10-3)rad.に
おいて 2 サイクルずつの正負交番繰り返し載荷を行

った後、正加力方向へ R=100×10-3rad.まで単調載荷

とした。なお、試験体No.1(T字形、せん断補強筋形

式)は、R=50×10-3rad.の 2サイクルを省略した。 
3.3 実験結果(破壊状況) 

各試験体の実験終了後の最終破壊状況とふさぎ板

を外した柱梁接合部の損傷状況を写真 1に示す。 
(a)十字形試験体（No.3、No.4）  No.3では柱曲げ

ひび割れ発生後の R=8.5×10-3rad.時に柱梁接合部に

斜めひび割れが発生し、その後、柱材端部の柱主筋に

沿って進展した。No.4 では柱材端部の曲げひび割れ

が多く生じたが、同ひび割れ幅は拡大せず、ふさぎ板

に顕著な変形は見られなかった。実験後、ふさぎ板を

外した接合部内部の損傷状況は、ひび割れ幅が1mm
を超えるような斜めひび割れも見られず、ふさぎ板の

拘束効果によりNo.3と比較して明らかに損傷が少な

い状況であった。 
(b)ト字形試験体（No.5、No.6）  No.5では柱曲げ

ひび割れ発生前の R=5.0×10-3rad.時に柱梁接合部に

斜めひび割れが発生し、層間変形角が増大するととも

に同ひび割れは進展した。梁鉄骨ウェブの局部座屈は、

柱面から 1.0BD(BD：梁鉄骨せい=360mm)程度の範囲

まで生じた。No.6 では柱材端部の曲げひび割れが多

く生じたが、同ひび割れ幅は拡大しなかった。また、

ふさぎ板の顕著な変形やふさぎ板内部の損傷も殆ど

見られなかった。梁鉄骨ウェブの局部座屈は、柱面か

ら 1.5BD(BD=380mm)程度の範囲まで生じた。なお、

No.5 において梁鉄骨の埋め込み長さによる影響は見

られなかった。 
(c)Ｔ字形試験体（No.1、No.2）  No.1では柱曲げ

ひび割れ発生後の R=6.9×10-3rad.時に柱梁接合部に

斜めひび割れが発生し、その後、柱材端部の柱主筋に

沿って進展した。No.2 ではふさぎ板の顕著な変形は

見られず、実験後、ふさぎ板を外した接合部内部の損

傷状況は、柱主筋の抜け出しに伴い、接合部内コンク

リートに扇状の膨らみが見られたが、斜めひび割れや

柱材端部コンクリートの剥落について、接合部内部へ

の進展は見られなかった。 

(b)ト字形試験体 No.5（No.6） 

(a)十字形試験体 No.3（No.4） 

(c)Ｔ字形試験体 No.1（No.2） 

図 4 載荷装置 
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3.4 実験結果(荷重－変形関係) 

せん断力と層間変形角の関係を図 5 に示す。Qgは

梁せん断力、Qc は柱せん断力、R は層間変形角を示

し、限界層間変形角R80は、耐力が最大耐力の 80%
に低下した時の層間変形角を示す。 
(a)十字形試験体（No.3、No.4）  両試験体ともに、

R=5.0～5.5×10-3rad.時に柱材端部に曲げひび割れが

発生した。その後、接合部内ウェブのせん断降伏等を

経て、せん断補強筋形式の No.3 は接合部のせん断補

強筋の引張降伏が生じた後に最大耐力に達し、ふさぎ

板形式の No.4 はふさぎ板のせん断降伏が生じた後に

最大耐力に達した。最大耐力後は、No.3では接合部斜

めひび割れ、No.4では柱材端部コンクリートの剥落が

進行して徐々に耐力が低下した。R80 は、No.3 で

100×10-3rad.以上、No.4で47.2×10-3rad.であった。 
(b)ト字形試験体（No.5、No.6）  両試験体ともに、

R=5.6～8.0×10-3rad.時に柱材端部に曲げひび割れが

発生し、梁フランジの引張降伏などを経て、R=30～
40×10-3rad.において梁材端ウェブの局部座屈が生じ

た後に最大耐力に達した。最大耐力後は、両試験体と

もに梁鉄骨ウェブの局部座屈が進展して徐々に耐力

が低下したが、局部座屈が 1.5BD 程度の範囲まで生

じた試験体No.6の方が耐力低下が大きかった。せん

断補強筋形式のNo.5では、梁フランジの引張降伏後、

接合部内ウェブのせん断降伏と接合部せん断補強筋

の引張降伏が発生したが、ふさぎ板形式のNo.6では、

接合部内ウェブのせん断降伏およびふさぎ板のせん

断降伏は発生しなかった。R80 は、せん断補強筋形

式のNo.5で 100×10-3rad.以上、ふさぎ板形式のNo.6

で 51.1×10-3rad.であった。いずれも紡錘形の履歴性

状を示した。 
(c)T字形試験体（No.1、No.2）  両試験体ともに、

R=1.6～1.7×10-3rad.時に柱頭部に曲げひび割れが発

生し、柱主筋の引張降伏などを経て、接合部内ウェブ

がせん断降伏して最大耐力に達した。最大耐力後は、

せん断補強筋形式のNo.1では柱主筋の定着部破壊に

伴って耐力が急激に低下し、ふさぎ板形式のNo.2で

は柱端部におけるコンクリートのひび割れなどの進

行に伴って徐々に耐力が低下した。柱主筋の定着部破

壊については後で述べる。R80 は、せん断補強筋形

式のNo.1で 21.0×10-3rad.、ふさぎ板形式のNo.2で

47.0×10-3rad.であった。以上より、試験体 No.1 を除

いて各試験体の R80 は 47.0×10-3rad.以上となり、十

分な変形性能を有していることがわかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（c）Ｔ字形試験体(No.1、No.2） 
写真 1 最終破壊状況 

（a）十字形試験体(No.3、No.4） 

（b）ト字形試験体(No.5、No.6） 

1.0ＢＤ 

扇状の膨らみ 

1.5ＢＤ 

No.6ふさぎ板外し後 

No.4ふさぎ板外し後 

No.2ふさぎ板外し後 

No.4 

No.6 

No.2 

No.5 

No.1 

No.3 

【柱】   【柱梁接合部】 
CFC:曲げひび割れ                     SC:斜めひび割れ 
CCS:梁鉄骨ﾌﾗﾝｼﾞ直下の材端部ｺﾝｸﾘｰﾄの圧壊                  JWY:梁鉄骨ｳｪﾌ゙ のせん断降伏 
CTY:主筋の引張降伏                                       PY:ふさぎ板のせん断降伏 
【梁】                                       HTY:せん断補強筋の引張降伏 
BFTY:ﾌﾗﾝｼﾞの引張降伏                                     RTY:定着部拘束筋の引張降伏 
BWB:ｳｪﾌﾞの局部座屈 

図 5 荷重－変形関係 

(a)十字形試験体(No.3、No.4） 

(b)ト字形試験体(No.5、No.6） 

(c)Ｔ字形試験体(No.1、No.2） 
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変形角
R

柱曲げ
耐力時

梁曲げ
耐力時

接合部
せん断
耐力時

cQ(kN) gQ(kN) (×10
-3

rad) cQcal(kN) gQcal(kN) pQcal(kN)

No.3
せん断

補強筋形式 - 207 20.1 387 205 186 1.11

No.4
ふさぎ板
形式 - 287 -20.1 391 286 235 1.22

No.5
せん断

補強筋形式 - 272 50.2 589 204 305 1.33

No.6
ふさぎ板
形式 - 368 -40.1 595 286 396 1.28

No.1
せん断

補強筋形式 211 - 18.0 180 346 279 1.17

No.2
ふさぎ板
形式 281 - 30.1 223 346 352 1.26

*計算値は、実験に合わせて、試験体No.3～No.6は梁せん断力、試験体No.1およびNo.2は柱せん断力に換算している。

試験体
架構
形状

接合部
補強形式

実験値 計算値
*

expQmax/uQcal

T字形

十字形

ト字形

実験最大耐力

expQmax

3.5 実験結果(変形成分比の推移および破壊形式)   

梁、柱、柱梁接合部の各変形成分比の推移を図 6
に示す。θga/R、γpa/R、θca/Rは、梁の部材角、柱梁接

合部のせん断変形角、柱の部材角をそれぞれ層間変形

角 R で除した値である。ただし、T 字形試験体の柱

変形成分比は、柱主筋の抜け出しによる回転を除いた

成分 θcoa/R と、柱主筋の抜け出しによる回転成分

θsa/Rに分けて示した。 
(a)十字形試験体（No.3、No.4）  両試験体ともに、

層間変形角の増大に伴い、梁の成分 θga/R が減少し、

最大耐力後は接合部の成分 γpa/R が卓越した。荷重-
変形関係も併せて考慮すると、両試験体の破壊形式は、

梁曲げ降伏後の接合部せん断破壊型と考えられる。 
(b)ト字形試験体（No.5、No.6）  両試験体ともに、

梁の成分 θga/Rが大部分を占めており、0.7～0.9程度

を保持して推移した。荷重-変形関係も併せて考慮す

ると、両試験体の破壊形式は、梁曲げ破壊型と考えら

れる。 
(c)T 字形試験体（No.1、No.2）  せん断補強筋形

式のNo.1では、層間変形角の増大に伴い、柱自体の

成分 θcoa/Rおよび梁の成分 θga/Rが減少し、最大耐力

付近で柱主筋の抜け出しによる成分θsa/Rが急激に増

大した。ふさぎ板形式のNo.2では、最大耐力時まで

は θcoa/Rが 0.5程度と卓越したが、その後徐々に減少

し、R=40～50×10-3rad.程度から θsa/R が急激に増大

した。荷重-変形関係も併せて考慮すると、No.1の破

壊形式は、柱曲げ降伏後の柱主筋定着破壊型、No.2
は、柱主筋の抜け出しを伴う柱曲げ破壊型であったと

考えられる。柱主筋に SD490 を用いた No.2 の定着

部破壊が抑制されているのは、既往の文献 8)にもあ

るように、ふさぎ板の拘束効果によるものと考えられ

る。 
3.6 実験最大耐力と計算値耐力の比較 

 最大耐力の実験値と計算値との比較を表 5 に示す。

計算値は、柱(曲げ)、梁(曲げ)、柱梁接合部(せん断)の
各終局耐力計算値の最小値(表中網掛けした数値)を用

いた。なお、柱の曲げ終局耐力は「建築物の構造関係

技術基準解説書」6)の略算式、梁の曲げ終局耐力は全塑

性モーメント、柱梁接合部のせん断終局耐力は「鉄骨

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」7)における

柱梁接合部のせん断終局パネルモーメントに準拠し

た式(1)で算定した。 

( )
3

21 yss
ywwjsjecUjs
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)/(:
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ぎ板）の実降伏強度（せん断補強筋、ふさ接合部せん断補強鋼材

）ふさぎ板厚ぎ板形式せん断補強筋比（ふさ

柱梁接合部の形状係数強度コンクリートの実圧縮
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

 ⋅
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それぞれの計算値は、実際の破壊形式と概ね一致し、

実験値と良い対応を示した。接合部せん断破壊型の十

字形試験体を比較すると、No.4(ふさぎ板形式)の方が

No.3(せん断補強筋形式)よりも計算値に対する余裕

度が大きかった。ふさぎ板形式は、ふさぎ板による接

合部内コンクリートの拘束効果でせん断耐力が増大

するため、せん断補強筋形式よりも高い補強効果が得

られたと考えられる(3.3項(破壊状況)参照)。 
以上、構造実験の結果、本構法が強度・変形性能と

もに優れた性能を有することがわかった。また、最大

耐力の実験値と計算値が良い対応を示しており、この

結果を基に保証すべき構造性能を満足する RCS 構法

の設計指針を制定し、(財)日本建築総合試験所の建築

技術性能証明(GBRC 性能証明 第10-15)を取得した5)。 
 
 

表 5 最大耐力の実験値と計算値の比較 

図 6 変形成分比－層間変形角関係 

(b)ト字形試験体(No.5、No.6） 

(c)Ｔ字形試験体(No.1、No.2） 

(a)十字形試験体(No.3、No.4） 
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4．実建物への適用事例 
本章では、当社におけるRCS構法の設計施工第一

号物件として、4階建て、延床約 3,300m2の物流倉庫

の新築工事にRCS構法を適用した事例について示す。 
4.1 建物概要 
建物外観の全景を写真 2 に、倉庫内部の全景を写

真 3 に示す。また、建物概要を表 6 に、一般階平面

を図 7に示す。本件では、12.5mのスパン・最大 8.4m
の階高・積載荷重 1.5ton/m2 の荷重条件など、RCS
構法が適する条件が重なったことから、RCS 構法の

採用に至った。RCS 構法の採用により、柱を RC 造

とし鋼材を減らしてコストダウンを図るととともに、

梁を S 造とすることによって軽量で長スパンの大空

間が実現した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.2 構造計画と施工計画 
RCS構法は、RC柱とS梁を単体でみれば構造的・

施工的に特別なことは無いが、異種構造部材を組み合

わせた混合構造であるため、柱梁接合部や施工手順に

特殊性がある。施工手順は、柱梁接合部形式や敷地条

件、揚重計画によって幾通りも考えられ、設計者・施

工者が単独で計画できることでは無く、両者間で綿密

な調整が必要である。以下では、RCS 構法を設計・

施工するうえで特に配慮した点について述べる。 
4.2.1 柱梁接合部形式と外壁の納まり 
外周柱と外壁の納まりを図 8に示す。本件では、2

章で示した接合部形式 2 つのうち、ふさぎ板形式を

採用した。これは、せん断補強筋形式に比べて高い耐

力が確保できること、また仕口にHOOP筋が不要な

うえ、ふさぎ板が仕口コンクリート打設時の型枠を兼

ねており、工程面で有利なためである。一方、ふさぎ

板方式は、ふさぎ板を隠すために外壁をRC柱の外側

に設ける必要がある。本件では、S梁を偏心させて外

壁になるべく近づけることで、外壁を受けるためにS
梁に取付ける副部材の負担を軽減する計画とした。 
4.2.2 施工(揚重・建方)計画と構造計画 
ふさぎ板形式の RC 柱内部に仮設用鉄骨柱を設け

た接合部詳細を図 9 に、建方方式のイメージを図 10
に示す。RCS 構法は、柱のコンクリートを打設する

まで上階を支持できないことから、図 10(a)のように

フロア毎に積み上げていく「水平積み上げ方式」とな

り、柱梁架構を先行して施工できる鉄骨造よりも工期

面で不利になる傾向がある。特に本件では、敷地内や

前面道路に大型の揚重機を据えることが困難である

こと(図 7 を参照)、さらに中間階が 2 層あること(後
述の図 11を参照)などから、水平積み上げ方式では工

期面が不利であった。そこで、図 9のようにRC柱内

に小断面の仮設用 S 柱を設け、上下層の S 梁の建方

を同時に行う「建て逃げ方式」を採用することとした

(図 10(b))。これにより、仮設用 S 柱分の鉄骨量の増

加を補う以上の工期短縮を実現した。  
 

図 7 一般階平面 

38,620

58012,48012,50012,480580

3
5
,
3
2
0

5
8
0

1
1
,
3
8
0

1
1
,
4
0
0

1
1
,
3
8
0

5
8
0

58012,48012,50012,480580

道
路

境
界

線

隣
地

境
界

線
 
4
4
,
0
6
0

道路境界線

隣地境界線

N

倉庫

X1 X2 X3 X4

Y1

Y2

Y3

Y4

市道(幅員10.9m) 

市
道
(幅

員
7.
9m
) 

図 8 外周柱と外壁納まり 

図 9 ふさぎ板形式＋ 

仮設用鉄骨柱の接合部詳細 

柱主筋 

せん断補強筋 

S梁 

ふさぎ板 

  (仕口内HOOPなし) RC柱 

仮設用鉄骨柱 
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写真 2 建物外観全景 

写真 3 倉庫内部全景 

表 6 建物概要 

用途 倉庫業を営む倉庫

所在地 大阪府堺市

構造種別 RCS造

階数 地上4階　地下0階

軒高
設計GL+16.05m
（1階8.4m）

積載荷重 1.5ton/m2

平面形状
38.62m35.32m
3×3スパン
（12.5m×11.4m）

建築面積 1,385m2

延床面積 3,324m2

基礎 杭基礎

屋根仕様 折版

床仕様 フラットデッキスラブ

外壁仕様
ALC版
（一部アスロック）
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なお、RC 柱に小断面の S 柱を設けた「柱 SRC 梁 S
接合部」の構造実験を行った結果、S柱の存在に起因

して柱主筋の定着部破壊が遅延するため、RCS 接合

部より優れた構造性能を示すことがわかっている 5)。 
架構断面を図 10 に示す。図 10(a)中には、接合部

形式と仮設用鉄骨柱配置を合わせて示している。図に

示すように、中間階の S 梁と仮設用 S 柱はピン接合

とし、最上階においては RC 柱の上に S 梁を載せる

アンカー接合とした。これにより、RCS 接合部を形

成する箇所が 4SL のみとなったことで工数が減り、

さらに工期短縮につながった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3 施工状況 
鉄骨建方断面を図 11に、施工状況を写真 4に示す。

前述したように、本件では、敷地条件や工期短縮の観

点から建て逃げ方式を採用し、4階躯体コンクリート

の打設前に上層の鉄骨建方を完了させることで、その

後の 4 階躯体工事から仕上げ工事へのスムーズな施

工の流れを実現した。 
以上のように、設計の初期段階から設計者と施工者

が協働し、構造計画と施工計画を並行して進めたこと

で、施工性や工期に配慮したRCS造建物の設計を行

うことができた。これは、ゼネコンによる設計施工が

ゆえに成し得たことである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)接合部形式と仮設用鉄骨柱配置 

(b)ピン接合要領(2～3階) (c)アンカー接合要領(R階) 
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図 11 鉄骨建方断面 

(a)RC柱配筋・型枠 

(b)RC柱天端墨出し (c)柱CON打設状況 

(d)柱梁接合部 S材建方状況 (e)4G梁建方状況 

(f)4階S架構建方完了 (g)4階スラブ CON打設後 

写真 4 施工状況 

図 10 建て方方式のイメージ 

(a)水平積み上げ方式 
（各層ごとに建方） 
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5．まとめ 

 以上、本報では、「RCS構法」の概要ならびに柱梁

接合部の性能確認実験について述べるとともに、

RCS 構法の適用事例について述べた。得られた知見

を以下に示す。 
(1) 構造実験の結果、RCS構法が強度・変形性能と

もに優れた性能を有することがわかった。また、最大

耐力の実験値と計算値が良い対応を示しており、この

結果を基に保証すべき構造性能を満足するRCS構法

の設計指針を制定し、(財)日本建築総合試験所の建築

性能証明(GBRC 性能証明 第 10-15)を取得した。 
(2) 4 階建て、延床約 3,300m2の物流倉庫の新築工

事にRCS構法を適用した事例では、設計の初期段階

から設計者と施工者が共働して計画を進めたことで、

施工性や工期に配慮したRCS造建物が実現したこと

を示した。これは、ゼネコンによる設計施工がゆえに

成し得たことである。 
【謝辞】 本構法の開発は、RCS ハイブリッド構法研究

会(青木あすなろ建設(株)、(株)淺沼組(代表会社)、(株)奥村組、

西武建設(株)、大末建設(株)、東亜建設工業(株)、西松建設(株)、
(株)安藤・間、(株)長谷工コーポレーションで構成)により行

われました。開発に当たってご尽力頂きました各社委員の

皆様に深く感謝致します。また、本報の執筆に際して関係

各位には懇切丁寧に指導して頂きました。ここに感謝の意

を表します。 
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